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第6章 阪神岡淡路地域の復興の現状

第1節 阪神・淡路地域の復興状況

1 -1 概観

1 .震災の影響

阪神・淡路大震災は、高度に産業化した都市地域が被害を受けた大都市直下型地震であ

った。 被害は関東大震災以降最大で、死者数6，432名、負傷者数は約4万3，800名を超え、

家屋やピノレの倒壊、電気・ガス・水道等の停止、鉄道・高速道路・港湾の損壊など被災地

に甚大な被害をもたらした。

住家の被害は、全壊が約10万5千棟(約18万世帯)、半壊が14万4千棟(約28万世帯)

に上り、震災直後、避難所には最大約32万名が収容され、応急仮設住宅には平成7年11月

に最大約4万8千世帯が入居した。

被害総額は建築物、交通基盤施設等直接的なものだけで、約9兆9千億円と推計(兵庫

県平成7年4月5日推計)されている。

震災直後、生産面では、生産設備の損壊等により、操業停止や稼働率の低下などがみら

れ、商業面でも、建物損壊、商品落下等の被害により多くの商業施設が営業を停止した。

鉄道、道路の不通や、神戸港の機能麻庫等物流面の被害は、生産・商業面にも深刻な影

響を及ぼした。

とのように、被災地では日常生活や経済活動に大きな支障が生じ、その結果、兵庫県内

の被災10市10町の人口は、平成7年10月の国勢調査で、約344万2，300人となり、震災前(平

成7年 1月1日推計人口(兵庫県))と比べ約4%にあたる約14万6，800人の減少となっ

た。

2. 復i日鴎復興の状況

震災直後の復!日の過程においては、まずインフラ復旧のための公共工事請負金額が、次

いで、公営住宅をはじめとする新設住宅着工戸数が増加し、この問、有効求人倍率も復興

需要の中でむしろ震災前を上回った。各種制度融資における震災特例措置等により、企業

倒産も震災前より減少した。

家計レベノレでみると、収入面では一部に復旧に関連して残業手当の増加等があったもの

の、支出面において家財購入や住宅修繕等住居関連費用等、震災による臨時の支出が急増

した。

震災後 1年の平成8年頃からは、仮設住宅から恒久住宅への移転や区画整理等本格的な

市街地復興事業が始まり、また工場や庖舗の修繕・改装が進むとともに、経済活動も復旧

から復興へと向かった。

業種、規模、地域等により格差はあるものの、震災後3年を経過した平成9年度には、
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被災10市10町の純生産は、復興需要を除いた通常ベースでも、全体として震災前の水準に

回復したと推測される(表 6-1-1参照)。また、この時期、経営者の景況感も一旦改

善の方向に向かっていた。(図 6-1-1参照)。

3. 復興の停滞

しかし、平成9年後半からは、復旧・復興の進展に伴い、公共工事請負金額や新設住宅

着工戸数が減少し始め、更に、全国的な景気後退の中、鉱工業生産も減少へと転じた。

また、個人消費においては、平成9年の春に地元大手百貨庖が改装オープンする等、明

るい動きがみられたものの、応急仮設住宅には未だ約3万世帯以上が入居したままの状況

であり、震災直後の出費による消費意欲の減退や全国的な景気後退感等から、家計の消費

支出は減少傾向となった。

特に復興が遅れていた中小、零細企業、個人商賠等にとって、個人消費の低迷や企業の

設備投資の減少は、一層厳しい経営環境となり、更に平成10年に入ると金融環境の悪化が

加わり、倒産が増加することとなった。この時期、有効求人倍率は過去最低の水準を下回

って推移した。

4. 最近の勤き

震災4年目の平成11年に入ると、アジア経済の回復、金融環境の改善等により、在庫調

整の進捗等の動きも出始めたが、雇用環境は依然厳しい状態が続いた。

震災5年を経過し、被災地経済は、未だ規模、業種による震災からの復興格差の課題を

抱えており、全国的な景気の後退等により個人消費も一進一退する等依然大底圏内を脱し

ておらず、中小・零細企業や個人商j古等は依然厳しい状況にある。

しかしながら、金融環境の落ち着き、事業リストラの進捗、アジア経済の回復等により、

一部の企業では、経営者の景況感や企業収益は底入れの気配が窺われ、在庫調整の進捗、

生産水準の引き上げの動き等の明るい兆候も表れている。

なお、兵庫県内の被災10市10町の人口は、平成11年12月 1日時点で、震災前の99.4%に

あたる約356万5，900人にまで回復した。
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(単位:兆円)

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

全産業 9. 31 9.47 9. 58 8.88 9. 58 9. 69 9.67 

(帰属利子を除く)

5年度=100 97. 2 98.9 100.0 92. 8 100. 1 101. 2 101. 0 

建設業を除く 8.83 8.82 8. 86 8.43 8. 49 8. 82 8. 82 

(帰属利子を含む)

5年度=100 97.9 99. 5 100.0 95. 2 95.8 99. 6 99.6 

被災10市10町の純生産額表6-1-1

(出所:兵庫県資料より事務局作成)
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企業の業況判断D.図6-1ー 1
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(出所:日本銀行神戸支庖「企業短期経済観測調査」より事務局作成)

個別データ

1 .生産

震災前の兵庫県の鉱工業生産は、パプノレ崩壊後の景気後退から、個人消費の緩やかな回

復やアジア向け輸出等最終需要の回復を反映し、増加傾向にあった。

震災では、工場等生産設備の損壊や工業用水の供給停止が発生し、操業停止や稼働率の

低下がみられたが、大企業を中心に早急に復旧がなされ、震災後ほぼ1年で鉱工業生産指

数は震災前平成6年の水準に回復し、その後も堅調に推移した。

しかし、その後全国的な景気低迷の中、平成9年秋口から生産は減少に転じ、業種・規

模によっては、構造転換が遅れたり、資金繰りに窮する企業もあったが、平成10年秋には
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総合経済対策等に基づく金融対策が実施され、平成11年に入ると、アジア経済の回復や長

引し1た在庫調整の進捗が見られ、一部では生産水準を引き上げる動きも表れてきた。

図6-1-2 鉱工業生産指数(季節調整済、平成6年=100)

表6ー 1-2 兵庫県の鉱工業生産指数

H2平均 H3-5平均 H6平均 H7/1 H9/1 Hll/5 Hl1/ll 

強し1景気 後退期 震災直前 震災直後 復興期 弱い景気

H7=100 115.2 108. 0 102.0 92. 9 116.1 103. 2 105.8 

H6=100 112.9 105. 9 100.0 91. 1 113.8 101. 2 104.0 

(出所:兵庫県資料より事務局作成)

注)通産省及び兵庫県作成の数値は基準を「平成7年=100Jとしているが、ここでは「平成6

年=100Jと基準を震災前年に置き換えて、指数算出。算出式は「各月の鉱工業生産指数/

平成6年平均の鉱工業生産指数(平成7年基準:兵庫県102.0、全国96.8)X 100J 

2. 個人消費

震災前の被災地の個人消費は、バブノレ崩壊後弱っていた消費意欲がパソコンや自動車販

売等の好調に支えられ若干持ち直し、全体として緩やかな回復傾向にあった。

しかし、震災により、直後の神戸市内の大型小売庖販売額は、前年同月比7割まで落ち

込み(表 6-1-3参照)、三宮をはじめとする地域の商盾街、個人商屈では、店舗、商

品に大きな被害を受け、営業が困難な状況となった。

復旧・復興の過程では、工場の移転等による周辺人口の減少やコンビニや郊外型大型商

舗の進出、新しい消費行動の広がり等の厳しい環境下、経営者が高齢化したj苫舗を中心に

庖舗再建を諦めるところもあったが、震災を契機にいくつかの個人商自が協力しスーパー
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形式の共同経営に生まれ変わるところも存在した。

震災3年後の平成10年1月には、大型小売活販売額は、被害の大きい神戸市でも震災前

と同じ水準まで回復し、兵庫県全体では同 1割増の水準にまで復興(表6-1-3参照)。

ただし、その後は震災直後の出費や全国的な景気の低迷等で消費意欲が弱り、平成11年12

月時点では、神戸市は震災前の約16%減、兵庫県全体は約 8%減まで下げており(表6

1-3参照)、個人消費は一進一退の足踏み状態となっている。

図6-1-3 大型小売届の販売額指数(対平成6年比:平成6年=100)
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(出所:通商産業省「商業販売統計」より事務局作成)

表6-1-3 大型小売庖販売額指数(対平成6年同期比:平成6年同期=100)

H3平均 H5平均 H6/12 H7/1 H10/1 Hll/7 Hll/12 

強い景気 後退期 震災直前 震災直後 復興期 弱い景気

兵庫県 99 98 100 86 110 92 92 

神戸市 97 99 100 70 100 83 84 

(出所:通商産業省「商業販売統計Jより事務局作成)

(注)平成11年12月は速報値

3. 観光産業

神戸市の観光関連産業が全産業に占める比率は、政令指定都市の中で、最高水準で、事業

者数で約3割、従業者数で約 2割を占める重要な産業のひとつである。

震災後の平成7年、神戸市の観光入込客数は半減したが、神戸ノレミナリエ(復興特定事
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業)の浸透効果等もあり、平成10年には震災前の平成6年の水準を上回った(表6-1-

4参照)。

他方、景気低迷、京阪神地区の客室数の増加等の影響からホテル稼働率は低迷している

(表 6-1-5参照)。

図6ー1-4 神戸市観光入込客数 (万人)
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表6ー1-4 神戸市観光入込客数指数 (平成6年=100)

2年 3年 4年 5年 6年 7年 8年 9年 10年

指数 96 98 98 113 100 44 85 93 104 

(出所:神戸市資料より事務局作成)

表6ー1-5 ホテル稼働率および稼働率指数(平成6年=100)

2年 3年 4年 5年 6年 7年 8年 9年 10年 11年

稼働率 80 79. 6 75. 3 69. 3 68.8 60.4 67. 5 66. 7 64. 0 62. 3 

指数 116 116 109 101 100 83 98 97 93 91 

(出所:神戸市資料より事務局作成)

(注)平成 7 年は 5~12月の加重平均(l ~4 月は、震災直後につきデータ無し)。
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8年と

4. 公共投資

公共工事請負金額は、震災後の道路、港湾等インフラ整備等のため、平成7年、

大幅に増加したが、復興需要が一巡した平成9年以降は減少に転じている。

公共工事請負金額指数(対平成6年比:平成6年=100)

巨号交斗 叫ー .....・・唱苔l

図6-1-5
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(出所:西日本建設業保証開資料より事務局作成)

5.住宅建設

平成7年以降、新設住宅着工戸数は、被災地を中心とした個人住宅等の復興需要のため

大幅に増加し、平成8年にピークとなったが、その後復興需要が一巡した後は、景気低迷

の影響もあり、全国同様震災前の平成6年水準を下回って推移している。

新設住宅着工戸数指数(対平成6年比:平成6年=100)図6-1-6
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(出所:建設省資料及び兵庫県資料より事務局作成)
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6. 民開設備投資

震災直後の平成7年度は、被災地経済の先行き不透明感により投資スタンスは慎重とな

っていたものの、損壊した建物、機械等の修復等のため、民開設備投資は増加した。特に

運輸・倉庫業、小売業等の非製造業で、は、鉄道設備や倉庫、庖舗の修繕等により大幅増と

なった。しかし、翌年の平成8年度は、前年の反動減で大きく落ち込み、その後も全国的

な不況が重なり、減少傾向にある。

(対前年度比増減%)製造業・非製造業の設備投資動向図6-1-7
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(出所:日本銀行神戸支庖資料より事務局作成)

(注)平成11年度は計画値

7.神戸港

神戸港は、国際海上コンテナ貨物量において震災前には全国最大の約30%を取り扱うな

ど、我が国を代表する港湾であり、その機能停止は、被災地をはじめとした国内外に多大

な影響を及ぼした。震災直後においては、本来神戸港で扱う貨物を他の港湾で捌くなど輸

送ノレートを変更したため、近隣の港湾でも混雑が生じるなどの経済的な損害が発生し、海

外においても部品調達等に影響し、生産ラインが一時ストップする等の損害が発生した。

平成7年の神戸港の取扱貨物量は、前年の約半分にまで減少したが、その後の順調な港

湾機能の回復に伴い、平成8年には内貿・外貿ともに震災前の8割まで貨物量が回復した。

しかしそれ以降は、外貿についてはトランシップ貨物の減少、日本発着貨物の他港へのシ

フト、経済低迷による需要の伸び悩み等により、また、内貿lごついては平成10年4月の明

石海峡大橋の開通による影響等により、取扱貨物量は減少に転じている。平成11年に入り、

港湾の利用環境を反映するトランシップ貨物量がやや持ち直すなど明るい兆しもある。
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110 

図6-1-8 神戸港取扱貨物量指数(対平成6年同期比:平成6年同期=100)
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(出所:神戸市資料より事務局作成)

8. 家計

神戸市勤労者世帯の家計支出については、震災のあった平成7年は、滅失した家具や住

居関係の支出により「財産購入jや「住居Jが大幅に増加し、翌平成8年以降は、新たに

借り入れた住居関係資金の返済のため「土地家屋借入金返済jが増加して推移している。

また、「住居Jを含めた「消費支出J全体をみると、平成7年は震災関連で増加したが、

翌8年には支出を切りつめた結果減少となった。その後、 9年には増加したものの、平成

10年には景気後退感等もあり、再度減少している。

図6ー 1-9 1世帯当たりの年平均1か月間の支出(神戸市勤労者世帯)単位:円)
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(出所:総務庁「家計調査j より事務局作成)
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家計収入については、震災の平成7年には、「土地家屋借入金Jが膨らむ一方、「定期

収入」や「賞与Jの増加、「受贈」の増加等がみられ、震災で被害を受けた住居や家具等

の購入や修繕費用に充当されたものと思われる。

図6-1 -10 1世帯当たりの年平均 1か月間の収入(神戸市勤労者世帯)単位:円)
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(出所:総務庁「家計調査Jより事務局作成)

9. 倒産状況

震災後は、手形交換の特例、各種制度融資等の金融面での特例措置がなされた上、建設

業を中心に復興需要も存在したことから、倒産件数は平成7年、 8年ともに大幅に減少し

た。しかし、平成9年以降は、インフラの復旧が概ね完了するなど、復興需要が減少し、

また全国的な景気の影響も加わり、倒産件数は増加へと転じた。平成10年に入ると金融環

境の悪化もあり、震災前平成6年の約18%増となるが、秋には総合経済対策等に基づく金

融対策が実施され、その後は減少に転じている。
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10. 金融

図6-1-11 倒産指数(対平成6年比:平成6年=100)
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(聞東京商工リサーチ資料より事務局作成)

震災直後は、金融面の迅速な対応等もあり、取り付け騒ぎ等の混乱は無く、預金の減少

も見られなかった。平成7年4月頃からは、保険金や義援金等により預金が増加したが、

同年秋頃には住居関連費用への充当のため減少した。一方、貸出については、平成7年半

ばに各種制度融資の特例措置で、住宅の立て替えや損壊したピノレ、機械設備等の修復資金

需要ため、貸出が大幅に増加したが、平成8年に入ると落ち着いた動きとなった。

最近については、企業の設備投資向けの資金需要が低調な中、企業の財務リストラによ

る預金と借入金の相殺や、平成10年の総合経済対策等に基づいた貸付の約定弁済もあり、

全体として貸出は低調に推移している。
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図6ー 1-12 兵庫県内の預金偏貸出の推移 (億円)
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11. 雇用

震災後、勤め先の被災等で有効求職者数は約2万人弱が増加したが、一方、復旧のため

の公共工事や住宅着工の増加等で有効求人数は約 1万人弱が増加した。有効求職者数の増

加は 1年ほどで収束したが、有効求人数の増加は2年ほど続き、平成8年から 9年にかけ

ては、むしろ有効求人倍率は震災前より高い水準を維持した。

しかし、平成9年以降は、建設業を中心とした復興需要が落ち込み、全国的な不況の影

響等もあり、有効求人倍率は悪化の方向へと転じた。平成10年9月には過去最低水準のO.

36倍に並び、その後は更に低下を辿ることとなったが、現在は全国同様改善の兆しを探る

状況にある。

なお、日銀神戸支J古推計による失業率は、震災後の半年間は急激に上昇した後、秋頃に

は落ち着きを取り戻したが、その後全国的な雇用環境の悪化も加わり、平成11年4""6月

期までは上昇傾向で推移している。

図6-1 -13 兵庫県一全国の有効求人倍率、兵庫県の有効求職者数固有効求人数
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図6-1 -14 失業率の推移 (%) 
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(出所:総務庁資料及び日本銀行神戸支l吉資料より事務局作成)

12. 人口

震災後実施の国勢調査(平成7年10月 1日)では、震災前(平成7年 1月 1日推計人口

(兵庫県))と比べ、兵庫県内の被災10市10町の人口は約4%の約14万6，800人減少した。

その後、住宅をはじめとする被災地の復旧・復興に伴い、人口は徐々に回復し、平成12

年 1月 1日時点(被災地人口実態調査による推定人口)には震災前の99.4%の約356万5，9

00人まで回復している。

なお、被害の大きかった神戸市では、平成7年10月 1日の国勢調査では、震災前の約6

%の約 9万6，600人が減少したが、平成12年 1月 1日時点の推定人口では97.6%に回復し

約148万4，500人となった。

表6-1-6 人口の推移 (単位:人)

兵庫県 被災 10市 10町 神戸市

H7年1月1日 5，526，689 3， 589， 126 1， 520， ~65 

(推計人口) (100.0) (100.0) (100.0) 

H7年10月l日 5，401，877 3，442，310 1，423，792 

(国勢調査人口) (97. 7) (95. 9) (93. 6) 

H12年1月1日 5，555，316 3，565，918 1，484，499 

(推定人口) (100. 5) (99. 4) (97.6) 

(出所:兵庫県資料より事務局作成)

(注)括弧内数値は震災前の平成7年1月l日を100とした指数
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第2節 阪神爾淡路地域の復興の現状

2-1 住宅再建

1 .公的住宅の供給

震災により住宅を失った被災者に対し、早期かつ大量の住宅供給が必要とされ、「ひょ

うご住宅復興3カ年計画Jが策定されたが、その中で、災害復興公営住宅等を中心とする

公的住宅は、新規供給戸数の約7割を占める重要な役割を果たすものであり、その実績に

ついて概観する。

(1)公的住宅の供給実績

公的住宅全体では、 3カ年計画で8万500戸の供給が計画されたが、既に約9割の住宅

が完成、供給されている。

この中で低所得者向けの「災害復興公営住宅等Jは、既に約4万1，100戸が完成してお

り(平成11年12月現在)、今後、都市基盤整備公団が新規供給する住宅の借上げ等により、

更に600戸余りが供給される見込みである。このように、戸数的には、計画戸数(3万8，60

0戸)を上回る供給が行われている。

元住んでいたところに住みたいという被災者の要望と供給される住宅の「ミスマッチJ

が生じたことを踏まえ、既存空き家や公団住宅の借上等を活用する等により、被災者の希

望の多い市街地部において4分の 3を供給した。その結果、ブロック別に見ても、 6ブロ

ックすべてにわたり、量的には需要に見合う供給がほぼ行われた。

表6ー 2-1 ひょうご住宅復興3力年計画の進捗状況

(平成11年12月末現在)

公的住宅
ー白目司自ー『

公災害営復住興宅
再開発系

準災公害復営住興
公団・公社住宅

計 ; うち賃貸系 住宅 ーー.司『四回--明暗

g 

等 屯.-'-・ ち賃貸系

計画戸数 80，500 : 67，500 38，600 1， 900 16，800 23， 200: 10， 200 

完成戸数 71， 614 ~ 59，265 41， 114 851 12， 320 17， 329 ~ 4，980' 
(89. 0) : (87. 8) (106. 5) (44.8) (73. 3) (74. 7) : (48.8) 
L←一一一 L一一 ー一一一一一一一一 一 一一

注1 災害復興公営住宅等とは、災害復興公営住宅(直接建設、買取、借上)、再開発系住宅のうち
市町分の低所得者(公営住宅階層)向けのもの、公営住宅のH6以前着工分、公営住宅の既存空
き家の合計である。

注2 再開発系住宅とは、住宅市街地整備総合支援事業、住宅地区改良事業及び密集住宅市街地整備

促進事業による従前居住者用賃貸住宅をいうものであり、供給・管理主体は市町と都市基盤整備

公団がある。このうち、市町分の低所得者(公営住宅階層)向けのものについては、災害復興公

営住宅等に計上している。
注3 災害復興準公営住宅とは、被災者向けに供給する特定優良賃貸住宅である。

注4 災害復興公営住宅等のうちの既存空家分については、入居済みを以て「完成」としている。
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表6-2-2 災害復興公営住宅等の進捗状況(ブロック別)

(平成11年12月末現在)

計 神戸市 神戸市 北神・ 阪神・ 阪神南部 阪神北部 淡路地域 播磨 地域未定

東部 西部 三回 明石 等

需要見込 38，600 9， 100 11，200 600 1，300 6，600 1，400 700 200 7，500 

入居済み 39， 750 8，782 12， 266 2， 150 3，590 8，257 3，306 904 495 / 

(2)入居者の実態

図6-2-1 入居者の収入分布に関するグラフ(兵庫県全体)

収入区分

ロON20.000 

口20.001N 40.000 

回40.001N 60.000 

回60.001N 80.000 

図的.001N 123.000 

隠 123.001N 153.000 

回 153.001N 118.000 

日118.001N 200.000 

国200.001N 

設収入は、公営住宅法施行令第1条第3号に定める収入(給与所得者・ 2人世帯
の場合、 o~20， 000円の収入区分は、年収ベ}スでo~1 ， 270， 000円となる)。

図6-2-2 (入居者の年齢分布に関するグラフ~県全体・兵庫県掴神戸市)
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図6-2-3 入居世帯の世帯人員

5入手ん7人
4人

単身

(3)入居者の満足度・評価

兵庫県が平成11年3月に実施した「復興住宅における先進モデル住宅等利用実態調査」

(サンフ。ノレ数1，311)において、災害複興公営住宅に関する入居者の評価、定住意識等に

関する調査が実施されている。調査対象となったのは、災害復興公営住宅の先進的事例と

してのシルバーハウジシグ、コレクティプハウジング、コミュニティプラザ、ベット共生

住宅、グルーフ。入居、参加型コモン住宅(比較対照として一般災害復興公営住宅も含む)

であり、その結果概要は以下のとおりである。

a.住宅についての評価

-住宅全体としての評価は、「満足j が52.2%、「不満j は10.4%と総・じて評価は高い。

・現在の住宅の全体として満足な点としては「段差が小さく手すりがついているJ(45. 8 

%)、「家賃や共益費の額J(35.8%)等が挙げられる。

・コレクティプ、ハウジング、シノレバーハウジング等では、 51.9%が rLS A (ライフサポ

ートアドバイザー)の対応Jを満足な点として挙げ、また、 52.8%が「緊急通報システム

がついているJを満足な点に挙げ評価が高い。

・コレクティブハウジングでは、「協同空間(ふれあい空間)があるj を満足な点に挙げ

る割合が24.5%となっている。協同空間を「ひんぱんJまたは「ときどき利用Jとする割

合としては、台所や食事室については、 66.0%、居間については47.0%となっている。



現住宅に関する評価図6-2-4
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協同空間の利用頻度図6-2-6
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図不明

協同の食堂や台所

協同の居間

b. コミュニティの実態・評価

-全体では近所づきあいが「楽しいJUとても楽しいj と「まあ楽しいj の合計)とす
る世帯は27.0%であるが、コレクティブハウジングでは、 36.1%、ペット共生住宅では31.

7%、参加型コモン住宅(南芦屋浜住宅)では33.4%と、近所づきあいの評価が高い。

-災害復興公営住宅に設寵されたコミュニティプラザについては、「ほとんど毎日使用J

が40%、「週に 2""'3日程度使用Jが30%とよく利用されている。
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図6-2-7 団地内での近所づきあいについての評価
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*ペット住宅とは、ペット住宅団地のペット飼育可能住宅(県営・神戸市営含む)とする。

* *ペット無し住宅とは、ペット住宅団地のペット飼育ができない住宅(県営・神戸市営含む)とする。

c .定住・住み替え意向

・「これからも今の住宅に住み続けたいJとする世帯は全体の63.9%いる。

100% 

.5 % 

.8 % 

日目

.9 % 

-また、「将来は別の住宅に移りたいj世帯は21.2%あり、このうち「住み続けたい住宅j

としてシノレバーハウジングでは「老人ホームなどの施設J(43.1%)、一般公営住宅では「持

家や分譲マンションJ(47.1%)が多く挙げられている。
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図6-2-8 定住・住み替え意向

O20%  40覧 60% 80耳 100%

コレクティフ H i! i1 j i il i i H! 11 Hl! H i 1 i H68.7% iiiiii)iii:iiiHiiiiiiiiHii!l::;:::、::::::::25.9~-次:::::::::::~.4百
回これからも今

ソルパ】 rドl!11H i H i i H 11i i n Hll1162.7鳥山口HHH!H !J)住宅に住

高齢特B ;;;;;;;;;;;:i:::::I:;;;:;;:::i:75.8Nijijjzijjjjjjjjliijiiiiijjjjjii:川 :::::110.2% 
臼将来は別の

一般住宅 16.0% 住宅に移りた

ペット住宅

ペット無し住宅

グループ入居

参加型コモン

合計

0% 

コレウ子ィコ

シルバー

高齢特目

一般住宅

ベット住宅

ペット無し住宅

グループ入居

参加型コモン

合計

ロ不明

図6-2-9 住み替えたい住宅

20目 40% 60% 80% 100首

2 6 $ 

36$ 

19'1 

四持軍や分譲マンション自公団、公社などの重賞住宅函民間の置貰住宅因子供など親睦のま白老人ホームなどの捷設口その他ロ平明
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d.その他

・ペット共生住宅ではベットとの同居に対し、「気持ちの安らぎを与えているJ(47.1%)、

「生活に張りやうるおいを与えているJ(20.2%)等、評価が高い。

2. 自力による住宅再建等

(1)新設住宅着工戸数の推移

被災10市10町における新設住宅着工戸数は、震災前は概ね月3，000戸'"'-'5，000戸で推移し

てきた。震災後、被災者の住宅再建への取組みにより、平成7年夏よりほぼ月8，000戸以

上のハイベースとなり、その水準は平成8年いっぱい続いた。復興需要が一段落したこと

等から、平成9年に入り徐々に減速し始め、平成10年夏頃からはおよそ月 3，000戸程度で

推移している。

図6-2 -10 災害救助法指定10市10町における住宅の新設着工戸数の推移
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(2)被災マンションの再建

今回の震災で、マンション(区分所有の共同住宅)は総数で172団地 (11，764戸)が被災

したと言われている。これは全被災住宅(約)44.5万戸)の2.6%に相当する。

このうち、 108団地 (7，193戸)で建替決議等によりその再建の方針決定がなされ、 55団

地 (4，384戸)が補修工事を行い、 5団地 (93戸)が解体除却し再建を断念した。また、

4団地 (130戸)で方針が決定されていない。

再建の方針決定がなされている108団地のうち、平成12年1月末現在、 103団地で再建の

工事が完了し、 7，157戸が新築された。そして、 1団地 (39戸)が再建の工事中であり、

もう 1団地が再建工事に向けた調整が続けられている。しかし、 3団地において建替決議

無効訴訟中であり、再建の工事には至っていない。

今回の再建で特徴的なことは、

①デベロッパ}として兵庫県住宅供給公社、神戸市住宅供給公社、都市基盤整備公団

が、それぞれ35団地、 6団地、 1団地の再建に参画していること
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② 2団地において定期借地権方式を採用して再建したこと(ともに県公社)

③総合設計制度等を利用し、従前建物以上の容積が確保されたこと(一般型5団地、

震災復興型46団地)

④住宅金融公庫、復興基金を利用して低利な融資を受けることができたこと

などがあげられる。

表6-2-3 被災マンションの再建状況(平成12年1月末現在)

[方針決定状況]

都市名 被災マンション数 方針確定地区 未定地区

建替 補修 その他 (うち解体済)

神戸市 7 0 54 1 2 2 2Q)J  

尼崎市 3 2 1 

西宮市 50 23 26 1 

芦屋市 3 9 2 1 1 6 1 1 

宝塚市 9 7 1 1 

伊丹市 1 1 

i口b、 圭ロt 172 108 5 5 5 4 (1) 

(割合) (100.0) (62. 8) (32. 0) (2.9) (2. 3) 

3. 震災前後の住宅事情の比較

総務庁統計局の実施している「住宅・土地統計調査J(平成5年調査までは「住宅統計

調査J) に基づき、震災前後の住宅ストックの実態、居住水準等の変化を明らかにするこ

ととする。ただし、平成10年実施の本調査結果については、標本調査のため全市町村のデ

)タが公表されておらず、例えば「被災10市10町」というデータの取り方ができないこと

から、現時点で公表されている「兵庫県全体J及び「神戸市Jに関するデータを用いて分

析することとした。

(1)震災前後の住宅ストック比較

a.居住世帯あり・空き家

住宅総戸数を平成5年と平成10年で比較すると、兵庫県全体では平成5年の201万9，300

戸に対して平成10年には221万4，300戸と、 10%近く伸びている。このうち、「居住世帯な

しJの総数は、平成5年の23万8，600戸に対して平成10年には32万4，700戸と、約36%も伸

びている。また、神戸市だけでは、平成5年住宅総数61万5，700戸に対して平成10年には6

6万1，000戸と 7%強の伸びである。ちなみに、この5年間の人口の推移は、兵庫県全体で

1. 01倍、神戸市だけではO.98倍であり(前節データ)、住宅戸数の伸びは人口の伸び(戻

り)を大きく上回っている。

b.所有区分別内訳

住宅ストックの所有区分別内訳を見ると、公営の借家の割合が、兵庫県全体では6.1%(平

成 5年)から7.2%(平成10年)に微増しているが、神戸市だけを見ると8.3%(平成5年)か

ら11.5%(平成10年)へと大幅に増加している(ほぼその分、民営借家が減少している)。
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これは大量の復興公営住宅等を供給したためであり、このような大量の公営住宅ストック

を抱えた住宅政策の運営は今後の課題である。

表6-2-4 所有区分別住宅戸数の推移 (H10/H5比較)

[兵庫県全体]単位:戸)

住宅総数 持ち家
借 家

計 公営の借家 公団.0liの借家 民間借家 給与住宅

平成5年 1， 780， 700 1，064，900 699， 500 109，000 57，000 446，600 86，900 
(100.0) (59. 8) (39.9) (6. 1) (3. 2) (25. 0) (4.9) 

平成10年 1，889，600 1， 151， 700 709，400 135，800 55， 100 445，000 73，200 
(100.0) (60. 9) (37. 5) (7.2) (2.9) (23. 5) (3.9) 

[神戸市]単位:戸)

住宅総数 持ち家
家

計 公営の借家 公団・公社の借家 民間借家 給与住宅

平成5年 540，200 276， 100 257， 100 44，800 28，600 161，400 22， 300 
(100.0) (51. 1) (47.6) (8. 3) (5. 3) (29.9) (4. 1) 

平成10年 557，000 294， 100 253，800 64， 300 29，400 141，800 18， 300 
(100.0) (52. 8) (45.6) (11. 5) (5. 3) (25.8) (3.3) 

(出典:住宅・土地統計調査(総務庁統計局)より事務局作成)

C. 建築時期別内訳

次に建築時期別に見ると、築後ほぼ50年以上経過した古いストック(昭和25年以前建設)

が、兵庫県全体で約16万戸(平成5年)から約10万戸(平成10年)へと 6万戸強(全体に

閉めるシェアの比較で4ポイント弱)、神戸市だけでも約4万戸(平成5年)から約 1万

3千戸(平成10年)へと約 2万7千戸(同約5ポイント)減少した。

新耐震基準が導入された前年の昭和55年以前の戸数の割合は、兵庫県全体で65.3%(平

成 5年)から47.5%(平成5年)へ大幅に減少、神戸市だけでは62.7%(平成5年)から41.0 

%(平成10年)へとさらに大幅に減少しており、震災の影響(滅失、損傷による建替え等)

により、古いストックの更新が進んだことが窺われる。
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図6-2-11 建築時期別住宅ストック数の推移(平成5年と平成10年の比較)
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d.建て方別内訳

建て方別の割合を見ると、主として長屋建が減少し、共同住宅が増加している。一戸建

においては 1階建が減少し、 2階建以上が増加、共同住宅においても低層が減少し、兵庫

県全体では中高層が増加、神戸市だけでは6階以上の高層が増加するなど、全体的に高層

化が進んだ。
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図6-2-12 建て方別住宅ストック数の推移(平成5年と平成10年の比較)
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e.構造別・建築時期別内訳

構造別割合の推移を見ると、木造(防火木造を含む)のシェアは、兵庫県全体で61.5%(平

成5年)だったものが54.5%(平成10年)に、神戸市だけでは47.8%(平成5年)から39.1%

(平成10年)に、それぞれ減少している。

戸数の推移を平成5年と平成10年の比較で見ると、兵庫県全体(住宅総数では6.1%増)

では、木造は一戸建が約1.8%増加する一方、長屋建ては27.7%減、共同住宅は35.7%減

と大幅に減少している。また、約9割が共同住宅である鉄骨・鉄筋コンクリート造は1.24 

倍と大幅に増加している。神戸市(住宅総数では3.1%増)においては、木造が15%強減

少する一方、鉄骨・鉄筋コンクリート造全体で18%強増加している。一戸建てだけを見て

も、木造が微増に留まっているのに対し鉄骨・鉄筋コンクリート造が35%と大幅に増加し
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ている。構造・建て方のマトリクスで見ると、鉄骨・鉄筋コンクリート造の共同住宅が最

も増加戸数が大きかった。

次に、建築時期ごとに分けたストック戸数の推移(平成5年と平成10年の比較)から住

宅更新の状況を見る。建築時期の古いものほど戸数がより減少する傾向にあるが、戦前の

住宅のこの5年間での滅失率は、兵庫県全体で約4割、神戸市だけでは約7割に上る。ま

た、昭和55年(新耐震基準導入の 1年前)以前に建築されたものを見ると、兵庫県全体で

は約23%、神戸市だけでは約33%が、この 5年間で滅失している。

図6-2-13 構造別・建て方別住宅ストック数の推移(平成5年と平成10年の比較)

[兵庫県]
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(2)居住水準

a.最低居住水準未満世帯の割合

最低居住水準未満世帯の割合は、兵庫県全体では平成5年の8.3%から平成10年の5.2%

に、神戸市では平成5年の11.5%から平成10年の6.8%に、それぞれ減少した。

所有区分別に見ると、持ち家においては、兵庫県全体で2.5%(平成5年)から1.6% (平
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成10年)に、神戸市では3.8%(平成5年)から2.1%(平成10年)に、それぞれ減少した。

また、借家においては、兵庫県全体で17.4%(平成5年)から11.4% (平成10年)に、神

戸市では20.1%(平成5年)から12.5%(平成10年)に、それぞれ減少した。(参考:平

成10年の全国値:持ち家2.2%、借家12.4%)

ただし、居住水準の定義については、年次によって若干の変更がある。

図6-2-14 最低居住水準未満世帯(建築時期別)の推移(平成5年と平成10年の比較)
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図6-2 -15 最低居住水準未満世帯(住宅種類別)の推移(平成5年と平成10年の比較)

[兵庫県] ド←平成 5年→一平成 10年|

80. 00 

411 70.00 

荷
B 60.00 
事自主

事1 50. 00 
長耳
-I!骨 40.00 
提十

長 30.00 
士討

胸 20.00 
珪主

蝋 10.00 

O. 00 
制 脈 制 [穏 ( ( 勧2

令。 三担 車 理 区廷 理 4咽 制

能 e 日 回伊 場〈 +ぜを ut、
争。 手羽 怒言 込" ヰ捻 調

申 申 ~O\ .，01 ) 

脚

国 '¥!l S制 答書

申 * +ぐ 争。
) 

出

輯 t綬
建ヨ 埋

争q 手。

出 凶三

[神戸市] トι一系列 4 凶+国系列~

411 
事冨

G 80. 00 
領量 党
事 70.00 

/三
鰻 60.00 
吋骨 /φ¥ 
授十 50. 00 

j"、¥
争~ 40白 00
母1 j" 、¥
幽 3O. 00 

~/ 、、¥.A. z 2000 L③圃圃刊⑧咽工事三¢ゆ 、!:--マ
10.00 6♀'  可ザ 幽局場

O. 00 

事時 官時 書終 {時時 個十 判〈 ( 制3

w 喧目 若田 主担 量密 1豊重 剣 土日

草E G G 部 制 +モ 崎、

主咽 4守、4ー 寺長 事号

4司 4毛 明I!) 期j
) 

4モ( 特( 書綬

(El 
)殴 )使

司虫

<4 首誕 官経 事日

司E 喧旦 附

{Ds {Ds 

出 ~ 

b.誘導居住水準以上世帯の割合

誘導居住水準以上世帯の割合は、兵庫県全体では平成5年の40.7%から平成10年の47.1 

%に、神戸市では平成5年の34.6%から平成10年の43.6%に、それぞれ増加した。

所有区分別に見ると、持ち家においては、兵庫県全体で52.6%(平成5年)から58.2%

(平成10年)に、神戸市では48.9%(平成5年)から56.4%(平成10年)に、それぞれ増

加した。また、借家においては、兵庫県全体で23.5%(平成5年)から31.1 % (平成10年)
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に、神戸市では20.1%(平成5年)から30.3% (平成10年)に、それぞれ増加した。(参

考:平成10年の全国値:持ち家58.1%、借家29.8%)

図6-2ー 16 誘導居住水準以上世帯(建築時期別)の推移(平成5年と平成10年の比較)
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図6-2-17 誘導居住水準以上世帯(住宅種類別)の推移(平成5年と平成10年の比較)
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4. 居住者の満足度等

建設省・兵庫県・神戸市が実施した「住宅需要実態調査Jに基づき、上記のような住宅

事情の変化を居住者がどのように評価しているかを見る。

(1)住宅・住環境に関する満足度

住宅に対する総合評価では、満足率 (r満足Jrまあ満足j を合わせた率)は50.7%と、

前回調査の46.7%に比べ4.0ポイント増となり、半数以上が現在の住宅に満足しており、

空間の広さに対する満足率が高い一方、住宅の性能に対する満足率が低い傾向にある。
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図6-2-18 住宅に対する総合評価

満足している まあ満足している 多少不満がある 非常に不満がある 不明

昭和58年 41. 7覧 39. 1出

昭和63年 37. 1 % 39. 7日 8唱

平成5年 38. 6百 38. 0出

平成10年 36. 6目 9覧

(全国) 41. 8見

0出 10覧 20幅 30唱 40目 50目 60百 70目 80目 90百 100目

また、住環境に対する総合評価では、満足率が61.6%と、前回調査の62.8%に比べ1.2

ポイント減少しているが、住宅に比べると項目間での満足率のばらつきが小さく、全般に

住環境に対する満足率は高いと言える。

住宅・住環境に対する総合評価では、満足率は62.3%と、前回調査の61.2%に比べ1.1

ポイント増となった。

(2) ローン返済額・家賃負担額に対する評価

持家世帯については、震災の影響によりローン返済負担に対する評価が悪化することが

予想されたが、「生活必需品をきりつめるほど苦しいj と答えた世帯が前回調査の14.4%

から8.9%に減少し、「家計にあまり影響しないJと答えた世帯が前回調査の17.4%から2

9.7%に増加しており、前回調査よりも負担感がむしろ軽減しているとの結果が出ている。

一方、借家世帯の家賃負担感に対する評価は、「何とかやっていけるJと答えた世帯が

73.3%と前回調査の60.8%から増加し、「生活必需品をきりつめるほど苦しし¥Jと答えた

世帯が13.3%と前回調査の17.1%から減少しているものの、「家計にあまり影響がないj

と答えた世帯が13.4%と、 22.2%から減少しており、一概に持家のローン返済に比べて負

担感が軽減しているとは言えない。
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図6-2-19 ローン返済額に対する評価
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図6-2 -20 家賃に対する評価
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(3)震災後の住まいの変化と震災による住まい観の変化

a.震災後の住まいの変化

17. 9目

18. 6出

17. 4出

90見 100幅

90唱 100%

震災後の住まいの変化については、「震災前と変わらず、そのまま住んでいるJと答え

た世帯が兵庫県全体で52.0%であるのに対し、被災地の「神戸市Jでは38.0%、「阪神臨

海j では37.8%、「阪神近郊Jでは45.0%と低い結果となっており、震災から居移住者の
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居住環境に大きな変化を与えたことが窺える。

図6-2 -21 震災後の住まいの変化(複数回答)
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特に、被害の大きかった「神戸市j及び「阪神臨海Jでは、「建て替えや補修をして元

の場所に住んでいる世帯Jが全体の約3割、「別の場所(新しい住宅や借家)に転居した

世帯」が約2割にも及んでいる。

また、擢災証明が「全壊」の世帯では「住宅を建て替えたJ世帯の割合が34.8%と最も

高く、「半壊Jでは「住宅を補修したJ(56. 1 %)、「一部損壊Jでは「そのまま住んでい

るJ(41. 3%)の割合が最も高い。

b.震災による住宅観の変化

震災により最も考え方が変化した住宅観(一肢選択)は、「住宅・住環境の安全性につ

いて注意しているJ(24.0%)で、これに「多少高くとも耐久性の高い住宅に住みたしリ (1

0.3%)が続くなど、震災を契機とした住宅や住環境の安全性への関心の高まりが窺われる。

また、震災により考え方に変化のあった住宅観の上位3項目 cr住宅・住環境の安全性
について注意しているJ、「地域のコミュニティの形成が重要であるJ、「多少高くとも耐

久性の高い住宅に住みたいJ)では、半数以上の世帯が変化したとしている。
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図6-2 -22 震災により最も考え方が変わった住宅観
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図6-2 -23 震災による住宅観の変化
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2-2 生活再建の現状

被災者の生活再建については、様々な局面に対応し、被災者自立支援金の支給や生活復

興資金の貸付等の経済的支援、健康・生きがいづくり、コミュニティづくり、相談・情報提

供などにきめ細かく対応してきた。

県民の生活の満足度は全体的には年々向上し、兵庫県の「県民意識調査」によれば、平

成10年度には被災地域での満足度が被災地域外を上回っており、また、神戸市が実施した

「市政アド、パイザー調査j によれば、「心のゆとりが戻った」と感じる者の割合が平成8

年時点で54.5%であったのに対し、平成11年時点では81.6%に達するなど総体的には生活

の復興が着実に進んでいる。

医療・健康面では、被災地の医療施設数は、震災前の水準に回復している。「被災世帯

健康調査Jによれば、復興公営住宅入居者で健康状態があまりよくないと回答する人は32.

4%、PTSDが懸念され経過観察を要する人は26.0%にのぼり(平成10年時点)、「ここ

ろのケアjの相談件数も年々増加している。

被災者の身体面の健康は着実に回復しているが、メンタノレケアについては、なお懸念が

残されている。

また、高齢者福祉等の面では、震災後高齢者福祉施設サーピスや在宅福祉サ)ピスなど

の充実が進み、震災前の約1.6"-'1.9倍の水準に達している。

H.6 

H. 7 

H.8 

H.9 

図6-2 -24 高齢者在宅福祉サービスの整備水準
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出所)県健康福祉部「すこやか長寿大作戦J

高齢化比率は被災地全体としては全国平均を下回っているが、神戸地域の災害復興公営

住宅では高齢化比率が約45%にのぼり、地域的には高齢化が集中しているところもある。

さらに、一人暮らし老人の割合は全国平均を上回り、約5人に 1人が一人暮らしを送って

いることから、今後福祉面でなお一層の取組みが求められよう。

コミュニティづくりの面では、現在、被災地域コミュニティプラザの設置・運営が進め

られており住民相互のふれあい交流や助け合いが行われている。また県内市町のボランテ
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ィアセンターに登録し、ボランティア活動をする人の数は震災前に比べて 2割程度増加し

ている。

図6-2 -25 ボランティア活動者数の推移 (H5年度=100)
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H10 1122町2百

出所)県社会福祉協議会調べ

一方、震災体験は被災地の住民の意識にも影響を与え、特に「自律と連帯Jの意識を高

めたことが窺えられ、これを契機にした福祉のまちづくりの推進が求められているO

2-3 産業復興の現状

産業の復興については、震災後3年間で、被災地の純生産を震災前の水準に戻し、産業復

興のための基盤を整えた上で、その後21世紀に向けた新たな産業構造の構築を図り、更な

る発展を目指し、概ね10年で本格的な復興を遂げることを目標としている。

産業復興の目安である被災地域の純生産の推移を復興需要を除いたベースでみると、震

災前の水準である平成5年度を100とすると、平成7年度は95.8、平成8年度は99.6、平

成 9年度は101.7と、震災から 3年を経過した平成9年度には概ね産業復興に対する所期

の目的は達成することができたものと考えられる。しかしながら、平成9年秋以後の金融

機関の経営破錠による金融システムへの信頼の低下と雇用環境に対する不安感の高まり等

に起因する消費、設備投資、住宅投資の減少を背景とした全国的な景気の停滞の影響によ

り、景気は足踏みを続けていたが、平成11年に入ってからは、アジア経済の回復や長引し1

た在庫調整の進展が見られるなど、一部では生産水準を引き上げる動きも現れている。

また、財団法人阪神・淡路産業復興推進機構が、平成11年10月に実施した「阪神・淡路

地域における産業復興の実態に関するアンケート調査jによれば、経済活動全般の復興状

況については、 37.1%の企業が「ほとんど復興は完了したJとみるなど、「復興は進んで

いるJとみる企業が61.0%となっている。この一方で、 12.5%の企業が「復興はかなり遅

れ気味であるj とみるなど、「復興は遅れているJとみる企業が29.1%と回答しており、

前回の調査を上回っている。(表6-2-1参照)
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表6-2-5 被災地域の経済活動全般の復興状況 (単位:( )内は%)

有効 復興は進んでいる 復興は遅れている 分から 無回答

回答数

ほとん 着実に 復興は 復興は

ど復興 復興が やや遅 かなり

は完了 進んで れ気味 遅れ気

した いる である 味であ

る

今回調査 4， 054 1，506 966 672 508 

(100.0) ( 37. 1) ( 23. 8) ( 16.6) ( 12. 5) 

2， 472 1，180 

( 61. 0) ( 29. 1) 

平成10年11月調査 4， 808 1，498 1，211 834 717 

000.0) ( 31. 2) ( 25. 2) ( 17. 3) ( 14. 9) 

2， 709 1，551 

( 56. 3) ( 32. 3) 

平成 9年12月調査 4，441 311 1，346 916 1，141 

000.0) ( 7.0) ( 30. 3) ( 20.6) ( 25. 7) 

1，657 2，057 

( 37. 3) ( 46.3) 

平成 8年12月調査 5，802 417 2，114 1，454 1， 185 

000. 0) ( 7.2) ( 36. 4) ( 25. 1) ( 20.4) 

2，531 2，639 

( 43. 6) ( 45. 5) 

出所:I阪神・淡路地域における産業復興の実態に関するアンケート調査J

(平成11年10月調査)

財団法人 阪神・淡路産業復興推進機構

-3回一

ない

293 109 

( 7. 2) ( 2.7) 

414 134 

( 8.6) ( 2.8) 

584 143 

( 13. 2) ( 3.2) 

465 167 

( 8.0) ( 2.9) 



1 .製造業の状況

製造業全般の状況についてみると、震災発生によって大きく落ち込んだ鉱工業生産は、

平成8年の半ば頃から上昇し、平成9年には順調な回復基調で推移したが、平成9年の秋

口以降、全国的な景気の低迷の影響により生産は減少に転じ、平成10年は低水準で推移し

た。平成11年に入り、生産は低水準ながら上昇に転じた。

製造業の規模別の経営状況をみると、財団法人阪神・淡路産業復興機構が平成10年11月

に実施した「阪神・淡路地域における産業復興の実態に関するアンケート調査Jによれば、

大企業ほど復興が進んでおり、中小零細な企業ほど復興が進んでいないとの回答がよせら

れている。また、業種別には、ケミカノレシューズ製造、酒造、アパレノレ関連の企業で復興

が遅れていると回答している企業が多くなっており、主に中小企業の業況の回復が遅れて

いる状況にある。

工業統計調査から、昭和63年から平成9年までの聞の製造業 (4人以上)の事業所数、

従業員数及び製造品出荷額の推移をみると、以下のようになる。

(1)事業所数

被災地域の製造業(従業員4人以上)の事業所数についてみると、全体としては、昭和

63年以降、全国と同様減少傾向にあるが、平成9年では、 7，332事業所となり、震災前の

平成6年の9，052事業所からこの3年間に1，720の事業所が減少している。平成9年は、全

国で7.5%の減少であるが、県全体では11.6%の減少、さらに被災地域においては、 19.0

%の減少となっており、減少率は高くなっている。

表6-2-6 事業所数の推移 (単位:事業所、%)

¥¥  被災地 兵庫県 jゴヘ二 国

昭和63年 9，801 18，662 437，574 
ー司自由ーーー叩ーーー ー守働喧旬・ー-ー・世幽..同"噌'‘・・ 『四四回ーーーー曲目ー

(108.3) (110. 3) (113.0) 

平成3年 9，887 18，633 430，414 
ーーーーー自国ーー『目 ー『ー四四ーーーーー ーー『同『司ー一・ーーーー
(109.2) (110.1) (111. 1) 

平成6年 9，052 16，925 387，317 
自由ー『四四国ー『ーー 戸『ー園田ーーーーー ー『ー日ーーーーーーー
(100.0) (100. 0) (100.0) 

平成9年 7，332 14，961 358，246 
四司ーー『四国ーー『ー ー『ー由ー司『ー『国 ー『ー目白目ーーーーー
( 81. 0) ( 88.4) ( 92. 5) 

(注) ①下段の( )内の数値は、平成6年喜子100とした場合の指数
②出 所被災地、兵庫県の値は fひょうごの工業」。全国値は、通産省工業統計。

ただし、平成6年のデータについては、震災の影響により、回収塁手が95%以

下の市の未回収済事業所の前年のデータから転廃業、転出等の事業所を除い

たデータを回収済事業所に加える形で兵庫県で推計した数値であり、「全国J
の数値もこの推計値に対応した数値である。以下、「従業員数人「製造品出

荷額」についても同様である。
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(2)従業者数

被災地域の製造業(従業員4人以上)の従業員数、は、昭和63年から平成3年まで全国と

同様に増加した後、平成6年には平成3年から6.2%の減少に転じた。減少幅は全国及び

兵庫県並みであったが、平成9年には、従業者数は22万7，055人となり、減少に転じた平

成6年から震災を挟みさらに3万6，364人減少した。全国的にも従業員数は減少傾向にあ

るが、被災地域の減少幅は、全国の対平成6年比5.4%の減少に比べ、被災地では13.8%

の減少と大きなものとなっている。

表6一包-7 従業者数の推移 (単位:県=人、全国=千人、%)

¥¥  被災地 兵庫県 1¥ 二 国

昭和63年 272，627 490，471 10，911 
国司ーーー『由自ーーー ーーー品目ーーー『目 司-ーー叫四回世田ーー

(103. 5) (102.4) (103. 9) 

平成3年 280，865 511， 706 11，351 
四回目ーーーーー『目ー ーーー『目目司ーーー 自『ー目ー国ー『自由』

(106. 6) (106.3) (108. 1) 

平成6年
」

263，419 479，176 10， 500 
同『ー四ーー・.-司『四 ーー---ー『ーー国 - -ー司目ー『ーーー』

(100. 0) (100.0) (100.0) 

平成9年 227，055 441，626 9，937 
ー四回目--ー『同『目 - -ーーー『由由『同 日目白目ーーーー甲ー目

( 86. 2) ( 92. 2) ( 94. 6) 

(注)①下段の( )内の数値は、平成6年を100とした場合の指数

②出 所:被災地、兵庫県の値は「ひょうご、の工業j。全国値は、通産省工業統計。

(3)製造品出荷額

被災地域の製造業(従業員4人以上)の製造品出荷額は、全国は平成3年から平成6年

にかけて落ち込んだ後、平成9年には対平成6年比で107.4%と伸びているが、被災地域

では、平成9年は平成6年比で97.2%となっており、全国の伸びと草離があるとともに、

震災前の水準を下回っている。被災地を含む県全体については、平成9年は対平成6年比

104.1%となっており、全国水準に比べると低水準であるが、震災前の水準を超えている。

全県の製造品出荷額を業種別にみると、被災地域が主な産地であるゴム製品(対平成6

年比67.4%)、なめし皮・同製品(同年比75.9%)等の落ち込みが特に顕著となっている。
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表6-2-8 製造品出荷額の推移 (単位:県=百万円、全国=10億円、%)

¥¥  被災地 兵庫県 :3へ二 国

昭和63年 7，519，149 13，040，158 274，401 
ーーー司ー司由ー--- 『目同司ーーーーーー ー『ーー回目ー『】ーー

( 91. 7) ( 89. 3) ( 91. 2) 

平成3年 9，176，286 16，292，896 340，835 
ー--ー目司『ー--ー ーーー『目ー『ー-- ーーー回目由司司司司『

(111. 9) (111.5) (113.3) 

平成6年 8，201，325 14，606，143 300，845 
ーー『ーーーー--四』 ーー『目司ー『ー四国 明暗ーーー四唱ーーー--

000. 0) (100.0) (100. 0) 

平成9年 7，971，031 15， 199， 591 323， 072 
回目国ーー司自由自問ー 四回目ーー--回目ー ー『ー四回ーーー--ー

( 97.2) (104. 1) (107.4) 

(注)①下段の( )内の数値は、平成6年を100とした場合の指数

②出 所:被災地、兵庫県の値は「ひょうごの工業j。全国値は、通産省工業統計。

2. 商業の復興状況

商業統計調査で、昭和63年から平成9年の卸売業及び小売業の商盾数(事業所)、従業

員数及び販売額の推移をみると、以下のようになる。

平成9年の商店数の対平成6年比は、卸売業で81.7%、小売業で88.5%となっているの

に対して、平成9年の従業員数の対平成6年比は、卸売業で84.3%、小売業で、94.6%とな

っており、商居数の減少に対して従業員数の減少が比較的少ないことから、小規模府舗の

減少が顕著であったものと推察される。また、小売業の販売額については、平成9年には、

対平成6年比で102.0%の水準に達している。

(1)商倍数

被災地域の商店数については、卸売業、小売業ともに全国と同様減少傾向にあるが、平

成9年では、対平成6年比で卸売業は81.7%、小売業は同比で88.5%となっており、震災

前の水準を下回っているとともに、兵庫県及び全固と比較しでも減少率が大きくなってい

る。
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表6-2-9 商庖数の推移

へ
被 災地 兵庫県

卸売業 小売業 卸売業 小売業

昭和63年 10， 323 44，625 15，922 71，405 
ーー---ー目司自ー ーーーー--ーーー 一『問ー司司自ーーー 四『ーーー回ーーー『

(101. 5) (107.9) (102.3) (107.2) 

平成3年 11，409 43，681 16，623 70， 786 
ー------ー-- 『四国『ーーーーー ーー-- -ー『ーーー ーー『ーーーーー一ー

(112. 2) (105.6) (106. 8) (106. 3) 

平成6年 10， 167 41，348 15，566 66，583 
- -ーーー『四回目ー ーーーー---四国 ーーー回目ーーー園田 四--ーー司司ーー『

(100. 0) (100.0) (100. 0) (100. 0) 

平成9年 8，310 36，613 13，269 60，340 
ー四戸田---目ーー ーーーー『目--ー 'ーーー--目司自国ー ーー四--ーーーーー

( 81. 7) ( 88. 5) ( 85. 2) ( 90.6) 

(注)①下段の( )内の数値は、平成6年在100とした場合の指数

②出所:通産省商業統計

(2)従業員数

(単位:倍、%)

全 国

卸売業 小売業

436，421 1，619，752 
『目右目ーー-- -司 ーーーーーーーーー-

(101. 7) (108.0) 

461，623 1，605，583 
ー目同--ーー回目『 『ーーー日】ー---

(107.5) (107.0) 

429，302 1，499，948 
- -目』ーー『ーー『 四回目四回目ーーーー

(100.0) (100.0) 

391，574 1，419，696 
四四回目ー司--司『 ー同曲目目目--ーー

( 91. 2) ( 94.6) 

被災地域の平成9年の従業員は、対平成6年比で卸売業は84.3%、小売業で、94.6%とな

っている。いずれも震災前の水準に回復しておらず、全国の減少率を上回っている。

表6-2 -10 従業員数の推移

ヘ
被災地 兵庫県

卸売業 小売業 卸売業 小売業

昭和63年 94，227 189，552 138，093 292，430 
ー-ーーーー・岡田ーー ーー日間『回目同国 ーー四品』ーー-ーー 世田目ー・・ー---目

( 92.2) ( 91. 0) ( 92. 7) ( 90. 6) 

平成3年 106，476 192，377 149，907 301，070 
ー---ー『ー四時四 自ーーーーー--- - -ーーー『戸田目』 ー--目--目ーーー

(104.2) ( 92. 3) (100. 7) ( 93. 3) 

平成6年 102，228 208，368 148，908 322， 785 
回目ーー------ ーーーー---ーー ーーーー『司自ーーー ーーー』ーーー回目『

(100.0) (100.0) (100. 0) (100. 0) 

平成9年 86，213 197，129 129，162 312， 747 
ザ目司自回目ーー-- ーーーーーー『ーー - -ー--同国四回目 ー， -ーー，ーー噌，明. - - -'蝿

( 84.3) ( 94.6) ( 86.7) ( 96. 9) 

(注)①下段の( )内の数値は、平成6年を100とした場合の指数

②出 所:通産省商業統計

(3)販売額
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(単位:人、%)

メ1ヘ二 国

卸売業 小売業

4，331，727 6，851，335 
明何回目白--同『ー目 『回目司司回ーーー国

( 94. 6) ( 92. 8) 

4，709，009 7，000，226 
ー---ー四ー』目目 ーーーーーー『ーーー

(102. 8) ( 94. 8) 

4，581，372 7，384，177 
『ー相自国---ーー - -司-- - --ーー

(100.0) (100.0) 

4，164，685 7，350，712 
- -目白』田園明田ー 『ーーー四『四『目ー

( 90. 9) ( 99. 5) 



被災地域の平成9年の販売額をみると、卸売業では対平成 6年比で80.0%と大きく減少

しているが、小売業については対平成 6年比で102.0%となっており、震災前の水準に達

している。しかしながら、県全体及び全国の伸び率を若干下回っている。

これは、兵庫県内の業態別庖舗数の推移を見ると、一般的な小売j古舗が全国を上回る減

少(対平成6年比、兵庫県=15.7%減、全国=9.7%減)であったが、スーパー(対平成

6年比、兵庫県=88.0%増、全国=38.4%増)及びコンビニエンスストア(対平成 6年比、

兵庫県=36.7%増、全国=29.8%増)が全国平均を大きく上回る伸びを示し、販売額もス

ーパー(同比、兵庫県=20.3%増、全国=16.0%増)、コンビニエンスストア(同比、兵

庫県=49.3%増、全国=30.2%増)が全国平均を大きく上回る伸びをしめしたことが、小

売業の販売額の伸びに貢献したものと考えられる。

表6-2-11 販売額の推移 (単位:県=百万円、全国=10億円、%)

l¥ 
被災地 兵庫県

卸売業 小売業 卸売業 小売業

昭和63年 6，944，565 3，143，309 9，264，699 4，720，018 
ーーーーー『回目ー『 由ーーーー・・ー四国 『目ーー『司ーー『司 - -司ーー『目ーー『

( 76. 7) ( 78. 7) ( 77.5) ( 77. 8) 

平成3年 9，185，506 3，975，297 12，085，009 6，050，860 
ーーー『目目ー四回ー 四ーーー回目ーー唱 国-- --ーーーーー ーー四ーーー--ーー

(101. 5) ( 99.5) (101.1) ( 99. 8) 

平成6年 9，050，636 3，994，703 11， 953， 897 6，064，461 
『ーーー由自白ー『ー ー--ー『四回ーー ーー自由---目ーー 目 E ーーーーー回目』

(100. 0) (100. 0) (100.0) (100. 0) 

平成9年 7，241，048 4，072，828 10，050，070 6，296，595 
E 同ー司--ーーー・帽 ー回目ー『ー目ーー ーー『由ーーーーー『 ーーー---ーー同司

( 80.0) (102.0) ( 84.1) (103. 8) 
l 」

(注)①下段の( )内の数値は、平成6年を100とした場合の指数

②出所:通産省商業統計

3. 地場産業の復興状況

(1)ケミカノレシューズ産業

ノゴヘニ 国

卸売業 小売業

446，484 114，840 
目白ー『ーー--四ー - - --唱ー四一世ー

( 86. 8) ( 80. 1) 

571，512 142，291 
目』ー--目回ー四回 』ーー四回目白ー--

(111.1) ( 99. 3) 

514，317 143，325 
ー--ーーー『自由ー 『目ーーー四四ーー『

(100. 0) (100.0) 

479，813 147，743 
『四ーー『ー目『ー『 『同ーー司ー『ーーー

( 93.3) (103. 1) 

ケミカノレシューズ産業は、全国シェア約60%占める。中核的組合である日本ケミカノレシ

ューズ工業組合の組合員は、震災前の227社から42杜減少し、現在は185社が操業を行って

いる。震災後においては、問屋の輸入品購入への切り替え、企業数の減少、企業規模の縮

小等により、平成11年の生産額は対平成6年比で79.6%となっている。

このような状況を踏まえ、ケミカノレシューズ業界の新たな取り組みとして、工場の集団

化、共同配送、仕入れ等の共同事業に取り組む企業グループ。があるほか、業界全体として

見本市や展示会の開催、通信販売の実施等に取り組み、輸入品との競合によるコスト競争

力の確保や新たな市場の開拓に努めている。

また、平成11年4月に設立された「くつのまちながた神戸株式会社」を中心とした月く
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つのまち:ながた"構想、の推進に加え、平成11年4月には、東京青山に神戸プランドプラ

ザを出屈し、消費者ニーズに即応できる生産体制の整備が進められているO

表6-2 -12 企業数回従業員数・生産数量園生産額の推移 (単位:%) 

(2)酒造業

/ 企業数 従業員数 生産数量 生産金額
(社) (人) (万足) (百万円)

平成4年 236 6， 709 3，435 71，495 
百回目ーー世田百四国ー 司司ーーーー--ー司 司自ーー司ーーーーー『 司自由『ー『ー--ー

(104.9) (104. 1) (109. 7) (108.3) 

平成5年 233 6， 567 3，228 68，436 
『四ーーー------ 四回目ーー四四ーーー 『ーーーー剛一ー四ーーー ーーーーーーーー苧ー

(103.6) (101. 9) (103. 1) (103. 7) 

平成6年 225 6，444 3，131 65，987 
司自由ー--司同ーーー - - --ー-ーーーー 目ーーーーーーー日『ー ー『ーーーー『ー目『

(100.0) (100.0) (100.0) (100.0) 

平成7年 214 3，640 1，416 28， 514 
ーー--ーーー『ーーー ーーーーーーー--- ー-ーーー------ ー『ー『ー『同『司『

( 95. 1) ( 56. 5) ( 45.2) ( 43. 2) 

平成8年 207 3，621 1，626 36， 535 
ー『ーー---自明回目 ー叩由明白目ーーーー 『ーー司ー目ーーーーー ー-- --ーーー・・ー

( 92.0) ( 56. 2) ( 51. 9) ( ，55.4) 

平成9年 202 3， 703 1，687 41，694 
四回自由--四回目ーー ー明暗ー』ー『ーーーー F 目目ーー』目ーーーー ーー-- --司--ーー

( 89.8) ( 57.5) ( 53.9) ( 63. 2) 

平成10年 194 3，778 1，851 45，878 
ー自由自由回目町四四ー 曲目白ー由四四』由司 - -自由司--ーーーー ーーーーーーーー『ーー

( 86.2) ( 58. 6) ( 59. 1) ( 69. 5) 

平成11年 185 3， 739 2，118 52， 545 
- -四『四ー曲目白品目 由ー』目ー『四四回目 ー--ー由曲目ーーーー 目-ーーー回ーー『ーー

( 82.2) ( 58.0) ( 67.6) ( 79. 6) 

(注)①下段の( )内の数値は、平成6年を100とした場合の指数

②出 所:日本ケミカノレシューズ工業組合

灘五郷酒造組合員数は、震災によって組合加盟の51社のうち、 9社が転廃業等により、

現在、 42社に減少し操業を行っている。現在操業中の42社のうち、 38社が酒造関係の事業

を継続中であり、自社生産を行っている企業は31社となっている。

清酒の生産量は、消費者ニーズの多様化・噌好の変化等により、全国ベースで平成5年

度比89.1%(平成8年度比)と伸び悩んでいる。灘五郷の生産量は、震災の影響に加え、

全国的な清酒の伸び悩みが影響し、平成11年で平成6年度に比べ81.4%の水準となってお

り、依然として、生産量の低迷が続いている。

このため、酒造業界の新たな取り組みとじて、酒蔵の再建に併せて飲食応、直販ショッ

プを併設し新たな需要の開拓を試みる企業や、酒造7;社が共同して、一般消費者向けに酒

の講座を開設し、清酒のイメージアップと消費拡大を図っている。さらに、酒造資料館も

全て再建され、清酒を通じた日本の伝統文化の継承にも努めている。
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表6-2 -13 清酒の庫出数量の推移 (単位:kl・%)

~ 兵庫県計 灘五郷計

平成6年 413，448 (100.0) 390， 768 (100.0) 

平成7年 381， 494 ( 92. 3) 356，662 ( 91. 3) 

平成8年 389， 657 ( 94.2) 365， 307 ( 93. 5) 

平成9年 362， 575 ( 8'7.6) 339，262 ( 86. 8) 

平成10年 342，459 ( 82. 8) 320，433 ( 82. 0) 

平成11年 339， 541 ( 82. 1) 318， 116 ( 82.4) 

(注)①( )内の数値は、平成6年を100とした場合の指数

②出所:兵庫県酒造組合連合会

(3)淡路瓦製造業

兵庫県粘土瓦協同組合連合会加盟の企業数は、震災前の218社から196社に減少している。

震災による生産設備能力の被害は比較的大きくなかったことから、平成7年3月末には、

全ての組合員の生産設備が復旧した。

平成7年4月から 9月には、住宅復興需要により前年を上回り、平成7年度は震災前の

生産数量を確保した。しかしながら、復興需要が一巡した後は、震災で瓦に対するイメー

ジがダウンしたことや軽量で施行が容易な新生屋根材(スレ}ト系屋根材)の需要が震災

以降急増したことにより、平成8年以降、淡路瓦の生産数量は減少傾向にある。

平成11年の生産数量は、平成6年の61.3%と大きく減少している。なお、三州(愛知県)、

石州(島根県)との競争が激しい「陶器瓦Jについては、撤退傾向にある。

また、新たな取り組みとして、現代建築にマッチした軽量の平板瓦、太陽電池組み込み

瓦、耐震・耐風性のツメで組み合わせる瓦等新製品の開発や、プ、ロック製作など、新たな

市場開拓に取り組んでいるところ。
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表6-2 -14 淡路瓦の生産量(実枚数)の推移 (単位:千枚)

χイ 陶器瓦 いぶし瓦 J口K 計

|平成6年 42，890 79，679 122， 569 
ーーーーーー-- - --ーー四ー 司ーーーーーー---ーー『目司 ーー『日ーーーーーーーーーー

(100. 0) (100. 0) (100.0) 

平成7年 38， 110 78，855 116，965 
ーー-- --司司ー司ーーー由ー 回目--噛』目白白目ーー--日ー ー『ー，・ー・幅一ーーー明司--

( 88.9) ( 99.0) ( 95.4) 

平成8年 20， 101 71，496 91， 597 
』四ー』目『目--目司ーーーー ーーーー回目司目ーー目ー目ーー ーー--ーーーーーーー四回目

( 46.9) ( 89. 7) ( 74.7) 

平成9年 17，496 66， 737 84，233 
司ーーーー回目白由回目『帽『ー 『司--ー--ーーー『ーーーー 目白目白『ー--ーー『ーーーー

( 40.8) ( 83.8) ( 68.7) 

平成10年 15，933 58，309 74，302 
目ー『ー四『ーーーーーーー司ー 由自』世田目白日間四回目白ー『 ーー--ーー目ーーーーー『ー・ー

( 37. 1) ( 73.2) ( 60.6) 

平成11年 14，895 60， 197 75，092 
ー『四ーー『司ーーーーーーー四 同ー回目ー四ー四四回目--ー『 『ー『ー』目ーーーーーーーーー

( 34.7) ( 75. 5) ( 61. 3) 

(注)①下段の( )内の数値は、平成6年を100とした場合の指数

②出 所:兵庫県陶器瓦工業組合

(4)機械金属等中小製造業

神戸市機械金属工業会に加盟の407社のうち、 1社が廃業したがその他についてはすべ

て操業を再開している。下請企業組合についても、加盟の205社のうち、廃業した 1社を

除き操業再開。また、工業団地組合に加盟の237社については、加盟の全企業が操業を再

開している。生産設備等についても震災前の状況に回復している。

兵庫県の機械金属工業の状況についてみると、事業所数及び従業員数についてはいずれ

も減少しているもの、製造品出荷額については、震災後いずれも対前年を上回っており、

平成10年においては、対平成6年比102.0%となっている。
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表6-2-15 機械金属工業の状況 (単位:所・人・百万円)

~ 事業所 従業員数 製造品出荷額

平成6年 6， 433 257， 367 8， 102，471 
ーーー--ーーーー--目』 ーー『ー自由ーー-- -- ー---目由・・ーー--ーーーー

(100. 0) (100.0) (100.0) 

平成7年 6，277 252，376 8，215，425 
『ーーーーーー『ー』ー-- 回目ーー自由ーーーーー『 目ーーー---目ーーーーー『四

( 97. 6) ( 98. 1) (101. 4) 

平成8年 6，006 245， 555 8， 366， 736 
明白ーー--司自ーーーーー ーー『ー目司ーーー--目ー ーー『四『回目ーーー四ー--ー

( 93.4) ( 95.4) (103.3) 

平成9年 5， 887 242，874 8，898，350 
ーー『自由目ーー『由旬・ーー ー『目司ーー『目自由ーーー 明『・噌目ーーーーー田ーーーーー

( 91. 5) ( 94.4) (109. 8) 

平成10年 6， 124 234，986 8，267，158 
目ーーーーー司園ー『ーーー ー『白目目ーー司『回目ー ーーー目--司ーーーーー---

( 95.2) ( 91. 3) (102.0) 

(注)①下段の( )内の数値は、平成6年を100とした場合の指数

②機械金属業は、鉄鋼・非鉄金属・金属製品・一般機械器具

-電気機械器具・輸送機械器具・精密機械器具

③出所:Iひょうごの工業J

ただし、平成6年のデータについては、前掲の製造業の状況と同様、兵庫県

が推計した数値である。

2-4 市街地整備の現状

1 .被災市街地復興推進地域

(1)復興土地区画整理事業

被災市街地復興推進地域内で行う土地区画整理事業は、 13地区 (20事業地区)全てにお

いて事業計画が決定し、全体として概ね6割の仮換地指定がなされ、順次工事が進められ

ている。

神戸市鷹取東第一地区では、平成11年12月9日、仮換地指定を完了した。また、組合施

行の神前町2丁目北地区についても同日、仮換地指定を完了した。
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表6-2 -16 復興土地区画整理事業の進捗状況 (平成年1月17日現在)

面積 都市計画の 事業計画の 仮換地指定
都市名 地区名 事業地区名

(ha) 決定時期 決定時期 開始時期 率(%)

神戸市 森南 森南第一 6. 7 日7.3. 17 H 9. 9.25 H10. 3. 12 87 

森南第二 4.6 H10. 3. 5 H10. 11. 25 75 

森南第三 5. 4 日11.10. 7 

六甲道駅西 六甲道駅北 16. 1 日7.3. 17 H 8. 11. 6 H 9. 2. 28 87 

六甲道駅西 3. 6 H 8. 3. 26 H8.11.29 92 

松本 松本 8. 9 H 7. 3.17 H 8. 3. 26 H 8. 11. 30 67 

御菅 御菅東 5. 6 H 7. 3.17 H 8. 11. 6 H 9.10. 16 65 

御菅西 4. 5 H 9. 1. 14 H10. 1. 8 56 

新長田・鷹取 新長田駅北 59.6 H 7. 3.17 H 8. 7. 9 H 9. 1. 20 45 

鷹取東第一 8. 5 H7.11.30 H 8. 8. 28 100 

鷹取東第二 19.7 H 9. 3. 5 H 9. 9. 6 50 

湊川町1・2丁目 湊川町1・2丁目 1.5 H 8. 11. 7 H 9. 5. 14 93 

神前町2丁目北 神前町2丁目北 O. 5 H 8. 12. 17 H 9. 9. 17 100 

芦屋市 芦屋西部 芦屋西部第一 10.3 H 7. 3. 17 HlO. 5.25 Hll. 8. 10 29 

芦屋西部第二 10. 7 H10. 3. 26 1I11. 3. 16 21 

芦屋中央 芦屋中央 13.4 H 7. 3.17 H 8. 6. 18 H 9. 8. 19 66 

西宮市 森具 森具. 10.5 H 7. 3.17 H 8. 2. 29 H8.11.30 93 

西宮北口駅北東 西宮北口駅北東 31. 2 H 7. 3. 17 H 8. 11. 8 H 9. 10. 31 88 

尼崎市 築地 築地 13. 7 H 7. 8. 8 H 7. 12. 27 H 9. 2. 28 62 

北淡町 富島 富島 20. 9 H 7. 3.17 日8.11. 6 H 9. 12. 25 13 

合計 1 3地区 20事業地区 255. 9 59 

*神戸市湊川町 1・2丁目地区及び神戸市神前町2丁目北地区については、組合施行の土地区画整理事業

であり、都市計画決定を行っていない。また、「事業計画の決定時期Jの欄には、組合設立認可の時期を
記載。

* I仮換地指定率(%)Jの合計欄は、事業計画決定された全ての地区についての仮換地指定率を記載。
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(2)復興市街地再開発事業

't皮災市街地復興推進地域内で行う市街地再開発事業は、全6地区 (14事業地区)で事業
計画を決定し、このうち、全体地区面積の概ね5割について管理処分計画を決定し、順次

建設工事が進捗している。

平成12年 1月現在、宝塚市売布神社駅地区においては、再開発ピノレの建設工事が完了し

ており、神戸市新長田駅南地区及び六甲道駅南地区の一部においても再開発ピノレが完成し
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(平成12年 1月17日現在)

面積 都市計画の 事業計画の 管理処分計画
都市名 地区名 事業地区名

(ha) 決定時期 決定時期 決定時期 率(%)

神戸市 六甲道駅南 第1地区 O. 7 H 7. 3. 17 H 8. 3. 28 H 9.3.21 66 

第2地区 2. 0 H10. 8. 12 

第3地区 1.5 H 9. 11. 20 H10.11. 1 

第4地区 1.7 fl10. 3. 12 Hl1. 3.11 

新長問駅南*1 第1地区 8. 1 fI 7. 3. 17 H 8. 10. 31 H 9. 8. 29 22 

第2地区 1.4 H 9. 1. 14 H10. 1. 8 

第2-B地区 5. 0 H11. 1. 14 

第2-C地区 1.2 H12. 1. 14 

第3地区 3. 6 H 9. 10. 28 HlO. 8. 21 

第3地区 O. 8 H11. 10. 4 
(大橋4地区)

西宮市 西宮北口駅北京 西宮北口駅北東 3. 3 H 7. 3.17 H 8. 5. 7 日9.3. 6 100 

宝塚市 仁川駅前 仁川駅前 1.6 日7.3.17 H 9. 6. 18 H10. 3.20 100 

売布神社駅前 売布神社駅前 1.6 fI 7. 3.17 H 8. 5. 31 H 9. 2. 25 100 

宝塚駅前 宝塚駅前 5.7* z H 7. 3. 17 fI 8. 3. 25 H 8. 12. 25 100 

合計 6地区 1 4事業地区 38. 2 47 

復興市街地再開発事業の進捗状況表6-2-17

* 1事業地区の一部について事業計画決定されているもの、または、事業地区の一部について管理処分計画
決定されているものを含む。

*2 宝塚市宝塚駅前地区の面積(5.7ha)は、工事完了地区(4.8ha)を含む。

進捗の段階

国事業計図決定

図管理処分計間決定

園ピル着工(起工式)

口都市計画決定
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2.被災市街地復興推進地域でのまちづくりへの取組み

復興土地区画整理事業や復興市街地再開発事業としづ、被災市街地復興推進地域での面

的事業を進めるにあたっては、住民主体のまちづくりを実現するため、それを支援する以

下の方法が採用されている。

① 地域住民自らがまちづくりに取り組むため、 「まちづくり協議会J等を組織化。
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② 地元自治体が「現地相談所」を設費するなど、地域住民のニーズへ細やかに対応。

③ コンサノレタント等の「まちづくり専門家」の派遣により、まちづくり活動を支援。

④ 協議会等による「まちづくり提案j を受け、第2段階都市計画決定に続き、事業計画

を決定。さらに、詳細なまちづくり計画として「地区計画Jr再開発地区計画Jの策定も
進捗。

表6-2 -18 復興市街地開発事業でのまちづくり活動

(1)復興土地区画整理事業 (平成12年 1月17日現在)

震災前 行政側の対応

l都市名 地区名 事業地区名 人口 世帯数 被災 まちづく まちづく 現地相談 地元説明 地区

状況 り協議会 りニユ}所 会等 計画

数 ス (回)

発行回数 相談件数

神戸市 森南 森南第一 1，390 637 9 
644 名件 ト一一一一

森南第二 1，001 513 66弛 2 8 725 268 
ト一一

森南第三 891 351 I 2 

六甲道駅西 六甲道駅北 4， 128 1，810 67首 8 14 3，573 名件 315 O 

六甲道駅西
3，591 

1， 098 494 7倒 13 183 O 

松本 松本 2，367 1，206 81唱 l 17 I ， 1 7 46 名件 227 O 
1，37 

御菅 御菅東 1，225 554 92% I 20 2， 108 名件 228 O 

御菅西
2，048 

731 331 83% 1 13 101 O 

新長田・鷹取 新長回駅北 7，587 3， 267 80% 18 15 1， 953 名件 1， 100 O 
2，574 

鷹取東第一 2，051 905 97% 1 11 1， 537 名件 97 O 

鷹取東第二
1， 845 

4，099 1， 747 91% 10 18 164 O 

湊川町1・2寸目 湊川町1・2丁目 589 * 145 約8苦手l I # (14) ※ 56 

神前町2丁目北 神前町2丁目北 270 * 33 66% l # (23) 174 

芦屋市 芦屋西部 西部第一 1，630 759 91塙 1 36 592 名件 148 
478 

西部第二 1，590 671 92唱 37 148 

芦屋中央 芦屋中央 1，770 760 76% 1 31 118件 106 

西宮市 森具 森具 1，840 830 68首 l 35 不明 24 O 

西宮北口駅北東 西宮北口駅北東 4，000 1， 700 51出 l 51 不明 297 O 

尼崎市 築地 築地 2，440 1，050 29唱 1 11 303 件名 22 
121 

北淡町 富島 富島 1，674 602 84首 4 77 O 1， 708 

5市町 1 1地区 20地区 42，371 56 455 5，366 

被災状況:全・半壊、全・半焼世帯の割合 *:組合員数 #:組合が発行 ※:組合勉強会等
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(2)復興市街地再開発事業

震災前

都市名 地区名 事業地区名 人口 世帯数 被災

状況

神戸市 六甲道駅南 第1地区 1，400 700 65% 

第2地区

第3地区

第4地区

新長田駅南 第1地区 4， 600 1，600 83首

第2地区

第2-B地区

第2-C地区

第3地区

第(大3橋地4区地区)

西宮市 西宮北口駅北東 720 280 97目

宝塚市 仁川駅前 89 36 57覧

売布神社駅前 129 47 72% 

宝塚駅前 (第2工区) 86 28 65出

3市| 6地区 1 4地区 2，691 

被災状況:全・半壊、全・半焼世帯の割合

3. 神戸東部新都心計画(愛称 :HAT神戸)

(1)位置づけ

(平成12年1月17日現在)

行政側の対応

まちづく まちづく 現地相談 地元説明 地区

り協議会 りニユ}所での相 会等 計画

数 ス発行回 談件数 (回) 等

数

5 19 4，450人 553 ム

2 93 7，775人 723 @ 

4 

一
l 

トーーー

1 33 1. 560名件 27 
1，950 

I 22 1 2 00名件 50 
1，50 

l 22 20 

1 29 28 名件 31 
1，000 

16 218 |刊4I 
ム:手続き中 8:再開発地区計画

神戸東部新都心l士、神戸市の中央区東部及び灘区西部の臨海部に位置し、震災前より、

大規模工場の遊休化などに対応した土地利用転換等の総合的整備を行う検討が進められて

きた。しかしながら、阪神・淡路大震災により市街地の大半が甚大な被害を受けたため、

復興10カ年計画である「阪神・淡路震災復興計画Jr神戸市復興計画」において、東部新
都心を新しい都市核として位置づけるとともに、住宅や産業等の各種都市機能の受け皿と

して、市街地復興の先導的役割をも担うプロジェクトとして早期建設が図られた。また、

大阪湾臨海地域開発整備法に基づく整備計画において開発地区と位置づけられており、大

阪湾ベイエリア開発の拠点としての役割も担っている。

(2)経緯

震災直後から約120haに及ぶ当地区の整備具体化に向け手続きが進められ、平成7年12

月までに港湾計画の一部変更と土地区画整理事業(約75ha)の都市計画決定、平成8年2

月には用途地域・臨港地区の都市計画変更、地区計画の都市計画決定とともに、土地区画

整理事業の事業計画決定を行った。さらに、平成8年6月には、各事業の着工式を開催し、
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当地区の愛称は公募により rHAT神戸」に決定した。

(1)整備の基本方針

(2)計画フレーム

(3)整備手法

(4)進捗状況等

表6-2-19 神戸東部新都心計画の概要

-魅力ある水際交流空間の創出

.周辺を含めた市街地の活性化

.新都心の形成

・国際的拠点の形成

・地区面積:約 120 ha 

・居住人口:約 30， 000人 (計画戸数約10，000戸)

・従業人口:約 40， 000人

-利用人口:約 150，000人

.土地区画整理事業

・住宅市街地整備総合支援事業

・港湾整備事業、港湾環境整備事業

-土地区画整理事業 :H7 年度~H12年度 (H 8.6着工)

(平成12年 1月17日現在) I・公的住宅(約4，600戸) : H 8.6着工 H10.4入居開始 91%入居済

-国際健康開発センタービ、ノレ:H 8.6着工 H10.4オープン

(WHO神戸センター、アジア防災センタ一等が入居)

-神戸防災合同庁舎

-県立美術館

: H10. 3着工 Hll.8オープン

(神戸海洋気象台等が入居)

: H11. 3着工 H14春オープン予定
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